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はじめに 

 

 

 

スマトラ沖地震津波や東日本大震災など巨大震災が世界各地で頻発しています。独立行政法人

建築研究所と政策研究大学院大学は、地震・津波防災に関する研究成果や技術を国際的に普及す

ることを目的とした共同事業を行っており、同じ趣旨を持つユネスコ建築・住宅地震防災国際プ

ラットフォーム(IPRED)と連携して、国際記念シンポジウム「命を守る地震津波防災の実現に向け

て」を、2012 年 6 月 27 日に政策研究大学院大学想海楼ホールで開催しました。 

 

午前中に、地震学者で前京都大学総長の尾池先生、ユネスコのルーバン自然災害ユニット部長

が基調講演を行い、午後に震災の最新の教訓と今後の展望についての講演と、命を守る地震防災

国際協力について IPRED 参加国の代表者等を交えて議論を行いました。なお 50 年の歴史を持つ建

築研究所の国際地震工学研修は、当初ユネスコとの共同事業であり、2007 年に国土交通省の支援

により日本を含む 10 ヶ国で IPRED が活動を始めた際、同研究所国際地震工学センターがその COE

と位置づけられたことが、本国際記念シンポジウムに結びつきました。 

 

シンポジウムの前日の 26 日には IPRED 第 5 回年次会合が行われ、大地震・津波が発生した際の

国際的なバックアップ体制の構築などについて議論が行われました。また、シンポジウム後の 28

－29 日には、東日本大震災による被災地を訪れ、被害状況や復旧・復興の状況を視察しました。

地震や津波から命を守るための地震学と地震工学の研究を深め、それぞれの国の実情にあった防

災政策を構築できるよう情報交流を進め、よりよい解決策を探る場として、今回の国際記念シン

ポジウムがお役に立てたなら幸いです。 

 

本報告書は2012年6月27日の国際記念シンポジウムの内容と成果をとりまとめたものであり、

地震津波防災関係者の参考になれば、幸甚に存じます。なお、プレゼンテーション・スライドは

　　講演者のご厚意により掲載させていただき、また講演内容の要約は編集者の責任で行いました。

 

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人建築研究所国際地震工学センター長 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　安藤 尚一 

user
挿入テキスト



 

 
 

Preface 
 

 
Super earthquake disasters such as Sumatra off-coast earthquake and tsunami, the Great East 
Japan earthquake, frequently occurred all over the world. Building Research Institute (BRI) and 
National Graduate Institute for Policy Studies (GRIPS) are carrying out joint projects in order to 
internationally disseminate research outcomes and technologies. Both institutes held a memorial 
international symposium entitled “Protecting Lives from Earthquake and Tsunami Disasters” on 
June 27, 2012 at Sokairo Hall of GRIPS collaborated with UNESCO International Platform for 
Reducing Earthquake Disasters (IPRED) that has same purpose. 
 
Dr. Oike, seismologist and former President of Kyoto University and Dr. Rouhban, Director of 
Unit for Natural Disasters of UNESCO delivered keynote lectures in the morning. A panel 
discussion on global cooperation for protecting lives was held with representatives of IPRED etc., 
following lectures on latest lessons and future prospects in the afternoon. It is remarkable that 
training at International Institute of Seismology and Earthquake Engineering (IISEE) of BRI 
initiated as a joint program with UNESCO at the beginning, fifty years ago. This memorial 
international symposium also commemorates the UNESCO IPRED that was established in 2007 
and supported by the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism (MLIT). IISEE is 
playing a role of COE of IPRED that has 10 member countries including Japan. 
 
One day before this symposium June 26, IPRED held its 5th Annual Meeting to discuss 
international back-up system against large earthquakes and tsunamis and others. The member 
countries also visited affected areas of the Great East Japan Earthquake to observe damages, 
recovery and reconstruction after the symposium during June 28-29. 
 
It is our great pleasure if this memorial international symposium can be of any help as an 
opportunity to proceed researches in seismology and earthquake engineering for protecting lives 
from earthquake and tsunami, to promote information exchange for establishing disaster 
management policies in each country that suit respective real conditions, and to seek better 
solutions. 
 
This report summarizes contents and outcomes of the memorial international symposium on June 
27, 2012 as a reference for earthquake and tsunami disaster mitigation. 
 
 
 

Shoichi Ando, Director of IISEE/BRI 
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１．国際記念シンポジウムの概要 

（１）実施概要 

スマトラ沖地震津波や東日本大震災など巨大震災が世界で頻発するなか、ユネスコの建築・住宅

地震防災国際プラットフォーム(IPRED)の活動を推進するため、建築研究所国際地震工学センターと

政策研究大学院大学が協力し、国際シンポジウムを開催した。本シンポジウムでは、世界各国の第

一人者から、地震津波防災の展望を伺い、国際協力を通じて命を守る方策を探った。 

※ユネスコの協力で開始された国際地震工学研修の記念行事も兼ねた。 

 

 

タイトル 国際記念シンポジウム「命を守る地震津波防災の実現に向けて」 

日時 2012 年 6 月 27 日（水）午前 10 時から午後 5 時まで 

場所 政策研究大学院大学 1 階 想海楼ホール 

参加費 無料（要申込み） 

使用言語 英語および日本語（同時通訳あり） 

当日参加者 約 150 名（講演者等含む） 

主催 ユネスコ、（独）建築研究所、政策研究大学院大学 

後援 国土交通省、外務省、JICA、読売新聞社 

 

 

受付（想海楼ホール入口） 会場（想海楼ホール） 
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（２）当日プログラム 

� � � � 

（�）�� ������ 

１）主催者挨拶 

 ①坂本 雄三 （独）建築研究所理事長 

 ②恒川 惠市 政策研究大学院大学副学長 

10:00-10:10

２）来賓挨拶 

  井上 俊之 国土交通省大臣官房審議官 
10:10-10:20

（２）���� ������ 

 １）基調講演Ⅰ「地震学の未来」 

  尾池 和夫 （財）国際高等研究所所長・前京都大学総長 
10:20-11:10

 ２）基調講演Ⅱ「地震津波防災における役割と戦略」 

  バダウィ・ルーバン ユネスコ科学部門自然災害ユニット部長 
11:10-12:00

昼  食 12:00-13:15

（�）�������������������� ������ 

１）「2015 年以後の視点―災害軽減の実績と今後の課題」 

  サルバノ・ブリセーニョ IRDR 科学委員会委員長・前国連国際防災戦略事務局長 
13:15-13:45

２）「都市の新たな脅威としての長周期地震動」 

  纐纈 一起  東京大学地震研究所教授 
13:40-14:15

３）「津波避難ビルの構造設計法」 

  福山 洋 （独）建築研究所構造研究グループ長 
14:15-14:45

４）「地震工学分野の調査研究協力－ヨーロッパの SAFECAST プロジェクト」 

  ファルク・カラドアン トルコ・イスタンブール工科大学教授・前学長 
14:45-15:15

５）Q & A 討論 15:15-15:20

休  憩 15:20-15:40

（�）�������������������������� ������ 

１）ユネスコ：バダウィ・ルーバン ユネスコ科学部門自然災害ユニット部長 15:40-15:45

２）チリ：ラウル・アルバレス チリ・カトリカ大学教授 15:45-15:55

３）エジプト：サラ・ムハンマド エジプト国立天文地球物理研究所部長 15:55-16:05

４）ペルー：カルロス・サバラ 日本・ペルー地震防災センター所長 16:05-16:15

５）ルーマニア：ラドゥ・バカロヌ ルーマニア・国立ブカレスト工科大学副学長 16:15-16:25

６）日本：岡崎 健二 政策研究大学院大学教授 16:25-16:35

７）Q & A 討論 16:35-16:55

（�）�� ������ 

１）閉会挨拶 

  西山 功  （独）建築研究所理事 
16:55-17:00
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２．各プログラムの概要 

（１）開会 

１）主催者挨拶 

 ① 坂本 雄三  （独）建築研究所理事長 

（独）建築研究所は、今からちょうど 50 年前

の 1962 年に国際地震工学部（現在の国際地震工

学センター：IISEE）を立ち上げ、当初、ユネス

コと日本の共同事業として運営されていた国際

地震工学研修事業を引き継いだ。これまでに 97

か国、1,539 名の研修生がコースを修了し、現

在はその大半が行政、調査研究および教育機関

で中心的役割を担っている。また、2006 年から

は政策研究大学院大学と連携し、修士号を授与

できることになった。 

2007 年からは、国土交通省の支援を受けてユ

ネスコとの共同プログラムを再始動させ、建築・住宅地震防災国際プラットフォーム（IPRED）を構

築、活動をしている。また、JICA との連携のもと、9 か国およびそれらの国の地震防災関連機関と

のネットワークを築いている。そのような経緯があり、本シンポジウムは、それらの機関の代表と

著名な講演者が集結しており、意見交換や専門知識のやりとりをする希少かつ貴重な機会にもなっ

ている。 

建築研究所では、本シンポジウムでの貴重な提言を踏まえ、研修事業を含めた国際貢献活動のよ

り一層の充実を図っていくつもりである。 

 

 

 ② 恒川 惠市  政策研究大学院大学副学長 

シンポジウム開催の直接の動機は 2011 年の

東日本大震災と津波であるが、同じように一瞬

にして何百、何千もの命が失われる災害が近年

たびたび起きている。本シンポジウムのテーマ

は将来の地震・津波災害から命を守るための国

際協力を深める方法を探究することである。 

政策研究大学院大学は災害対策に関する研

究・教育に携わってきており、2005 年から（独）

建築研究所、（独）土木研究所と JICA の協力の

もと、防災政策に関する一年間の修士課程プロ

グラムを実施している。毎年、途上国から 40

名前後の研修生が履修している。また、2011 年の大災害を受けて復興に向けた二つの政策提案を行

っており、調査研究プロジェクトへの参加、およびレクチャー、セミナー、シンポジウムの開催を

行っている。今年 4 月からは、日本人学生のための一年間の修士課程を開講している。 
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２）来賓挨拶 

 ① 井上 俊之  国土交通省大臣官房審議官 

東日本大震災は津波被害が中心であります。

過去の日本は色々な地震災害に見舞われたわけ

ですが、代表的なものとしては、約 90 年前の関

東大震災、18 年ほど前になるかと思いますが阪

神・淡路大震災、そして、今回の東日本大震災、

比較すると、人的被害については非常に顕著な

差が出ている。地震の揺れは同じだが、その揺

れの結果、地域が見舞われた被害の差によるの

だと思う。関東大震災は、今と時代が違い、ほ

とんどの家屋が木造で、非常に火災に弱いとい

うことで、死者・行方不明者 10 万 6 千人に及ん

でおりますが、9 割近の方が火災で亡くなっている。これに対して阪神・淡路大震災は死者 6 千 4

百人、8 割近くが家屋の倒壊による。13％くらい。東日本震災では約 1 万 9 千人の死者・行方不明

者がありますが、その 9 割が津波被害によって亡くなっている。同じ地震といっても、それがどこ

の地域で起こるか、いつ起こるかにより被害の範囲も様々である。従って、地震防災も多様かたち

で行われなければならない。 

また、安全性は弱い方ほど守られなければならないが、実際には高齢者において多くの死者が出

ており、最も弱い立場の人々を守るための対策の強化が求められている。 

2011 年の東日本大震災では建物倒壊による犠牲者は比較的少なく、1981 年の建築基準法改正によ

る構造基準の強化が一因だろうと思う。それ以外の部分では、教訓的な震災被害が見られた。ひと

つは長周期震動の問題で、被害地域からはるかに離れた地域でも被害があった。また、津波に対す

る建物の耐性については対策の余地がある。 

その他にも、埋立地等の液状化、エレベータ等の設備機器の変形の問題、また、非構造部材が激

しい揺れに対して非常に脆弱だということで、ホールの天井が破損する等の被害が何千箇所も発生

したこと、このような新たな教訓についても、しっかりとした対策が必要となる。 

本シンポジウムでは、各国の皆さまから貴重な助言をいただき、今後の地震防災により一層の尽

力をしていきたい。また、本シンポジウムが、各国の地震防災対策の相互理解と進展につながるこ

とを願っている。 
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（２）基調講演 

１）基調講演Ⅰ「地震学の未来」 

尾池 和夫  （財）国際高等研究所 所長・前京都大学総長 

東アジアには長い地震の歴史がある。最

も古い地震の記録は紀元前 1831 年に遡っ

て中国（山東省）の地震であり、以降約 3

千年の地震の記録がある。日本では 1,500

年の記録があり、800 年代に大きな活動期

があったと記録されている。東アジアの地

震と地震学の歴史に関する詳しい歴史をた

どると、300 年から 600 年の間隔で世界の

どこかで極めて大規模な地震が発生してい

る。東アジアは今地震活動が活発化する周

期に入っており、太平洋地域を取り巻く環

境においては、国際協力が非常に重要にな

る。また、昨年の東北地方太平洋沖地震は、日本の 800 年代の活動期が再認識されることとなった。 

地震の記録を残すことが定着して以来、日本には長年にわたり地震に関する記録があり、江戸時

代には、現在の気象庁のデータと同様に余震の解析ができるほどの良好なデータも保存されている。

近代的な地震学が始まったのは 1880 年に横浜で中規模な地震が発生した際に日本地震学会が設立

されたことに始まる。また、地球内部構造の研究が始まったのも日本の地震がきっかけになっての

ことである。その後、1960 年代までは歴史資料の統計的分析による地震学が中心となっていたが、

1960 年代中頃から断層運動による地震発生モデルが示され、1970 年頃にはプレートテクニクスがで

きた。その頃から私は「地震は連動する」という考えを持っていたため、東日本大震災の発生状況

はよく理解できた。 

地震学の未来を展望するにあたり、2011 年の東日本大震災および津波を契機に対策の必要性の高

まった数々の課題が山積している。見解が分かれる極端な地震将来予測、効果的に活用できていな

い早期警報システム、シミュレーションに用いるスーパーコンピューターの許容量の限界、地震の

予想外の連鎖反応、津波による福島原子力発電所の破壊的な影響、避難手順の効果的な教育、土地

構造の変化の監視、前震群の物理的メカニズムに対するより深い理解の必要性がある。怖いものは

怖い、安全なものは安全と知らせることも地震学の広報活動の役目でもある。 

地球を見る（知る）絶好のフィールドとして「ジオパーク」があげられる。ジオパークは、2004

年にユネスコの支援で始まり日本でも 2008 年から指定が始まり、現在 20 か所が指定されている。

今後は、公園としてのジオパークを災害学習等、様々な意味で活用していただきたい。日本の人口

予測は減少傾向と予測されており、今後 100 年間で 100 年前（明治時代後半）の水準に戻ると言わ

れている。今後は人口の変化や環境の変化を含めて色々な事を考えていく必要があるのではないか。 
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２）基調講演Ⅱ「地震津波防災における役割と戦略」 

バダウィ・ルーバン  ユネスコ科学部門自然災害ユニット部長 

ユネスコの役割には、知識、教育、科学、

文化の普及推進と、教育システムの不足、

文化的発展の乏しさ、水資源の不足などに

直面している政府への問題解決の支援があ

る。世界的に見て自然災害の増加傾向がみ

られる、それは危険要素が増えているから

ではなく、そうした災害に対するぜい弱さ

が拡大していることによるものである。ま

た、先進国においてそれに関連した死者数

が減少している一方で貧しい国々では多大

な犠牲が出ており、よって国連はそれらの

貧しい国々が対策を向上させられるよう支

援すべきである。また、これらの災害は当該地方を超えた連鎖反応を引き起こすこともある。国際

社会は災害における救助、復旧、復興には積極的に関わるものの、予防や備えに対する投資はほと

んど行われず、悪しき「災害循環」に陥っている。脆弱さを改善する施策には、より優れたリスク

評価、予防、そして緊急対応が含まれる。 

ユネスコは国際的・地域の拠点および津波警報システムの立ち上げを支援している。同時に、国

単位の支援も行っている。例えば 2010 年のハイチ地震後には、教育、沿岸部の警報システムの復旧、

地震に強い建築に向けた職人の訓練など、災害復興の様々な側面においてハイチ政府と協働した。

さらにユネスコは、九か国が参加する建築・住宅地震防災国際プラットフォーム（IPRED）、地中海

地方を中心とした拡大地中海地域地震防災プロジェクト（RELEMR）、南アジアの南アジア地域地震防

災プロジェクト（RELSAR）、国際的活動として国際斜面災害研究機構（ICL）と国際火山噴火早期警

報システム、中央アメリカでの災害予防プログラム DIPECHO への参加など、数々のプログラムに参

加している。 

ユネスコの教育部門は学校環境における安全性向上、教材の開発、災害軽減に関する土地固有の

知識の活用に携わっている。文化部門は世界遺産や世界ジオパークのうちいくつかを災害軽減活動

実施のパイロットエリアとして利用している。社会科学部門は、災害における倫理・人権の問題を

担当している。 
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（３）講演「命を守る－震災の教訓と今後の展望」 

１）「2015 年以後の視点―災害軽減の実績と今後の課題」 

サルバノ・ブリセーニョ  IRDR 科学委員会委員長・前国連国際防災戦略事務局長 

自然災害の増加傾向は自然現象や危険要

素（ハザード）の増加に起因するのでなく、

社会の脆弱性に原因がある。これまでも災

害対策への備えは重視されてきた。しかし、

災害の主要因となっている脆弱性に対策を

講じるなどのリスク軽減に重点的に取り組

むことの必要性は切迫したものとなってい

る。ここでいう脆弱性には建て方や立地の

悪い建物、エコシステムと天然資源の枯渇、

危機意識・リスク・ガバナンス機関・説明

責任の欠如が含まれている。しかも大学は

未だに統合的・全体的というよりは、分断したアプローチで。それぞれの分野の専門家を育成して

いる。  

これらの問題点が「災害軽減（DRR）」というテーマへとつながり、2000 年の国連国際防災戦略

（UNISDR）が生まれた。国連国際防災戦略UNISDRとは持続可能な開発の一環として災害軽減への意

識を高めることで災害に強いコミュニティの構築を目指すための理念的枠組みであり、それにより

自然ハザードおよびそれに関連した技術的・環境的災害による人、社会、経済、環境の損失を減ら

すことを目標としている。 

国連国際防災戦略UNISDR は国際防災の 10 年（1990－1999）を継承するものとして打ち出された。

2005 年には兵庫行動枠組み（HFA）が世界防災会議において国連加盟 168 国によって採択された。

兵庫行動枠組みは自然ハザードに対してより安全な世界を実現するための 10 か年計画である。現在、

国連国際防災戦略UNISDR では 2015 年に第三回世界防災会議を開催する準備を進めており、その際

に兵庫行動枠組みの後継となる体制の採択を予定している。兵庫行動枠組みではリスク・ガバナン

スの仕組みの土台が築かれたが、それを発展させるにあたっての各政府の取り組みはごく初期段階

にとどまっており、政策としての優先順位を高める必要がある。ガバナンスには、説明責任、透明

性、並びに参加型アプローチが組み込まれる必要がある。災害軽減はまた、気候変動に適応してい

く過程においてのみならず、すべての部門が適応を図していく以前の最初の一歩として認識されな

ければならない。なお、災害軽減はミレニアム開発目標（MDG）の次の段階における必須要件でもあ

る。環境政策には、欠くことのできないエコシステムの一部として災害軽減を正式に認めることが

求められる。更に、すべての建物の安全性に対するより強い意識が必要であり、これはより高いレ

ベルの主導によってのみ実現する。 

学問の世界は、その細分化された専門家教育によって問題の根源となっているため、防災重点研

究（IRDR）プログラムが開始され、科学界が研究や教育においてリスク理解への統合的アプローチ

を更に開発することが目標とされている。 
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２）「都市の新たな脅威としての長周期地震動」 

纐纈 一起  東京大学地震研究所教授 

近年の大規模建造物の急激な増加に伴い

長周期地震動（LPGM）が大きな課題となっ

てきており、これは同時に免震建造物にも

影響を及ぼす可能性がある。大規模な海溝

型地震および中規模から大規模な地殻地震

は伝播効果を通じて遠く離れた堆積盆地に

遠方震源の長周期地震動を発生させること

があり、他方、断層付近の長周期地震動の

大半は震源の破壊指向性によって発生する。

遠方を震源とする長周期地震動には断層付

近の長周期地震動に比べ長時間持続する表

面波が含まれている。短周期地震動とは異なり、長周期地震動は数値シミュレーションによっての

み予測できる。 

日本政府の地震調査研究推進本部は、地下構造モデル検討分科会を設立した。多くの機関が国内

様々な地の速度構造モデルを構築しており、地下構造モデル検討分科会ではそれらのモデルをアッ

プデートして長周期地震動のハザードマップを作成する三か年プロジェクトを開始した。ハザード

マップ作成は数値シミュレーションによって行われている。アップデートされたモデルは日本全体

の速度構造モデルに組み込まれていく。速度構造モデルは震源モデル以上に長周期地震動のハザー

ドマップの正確性を左右する。速度構造モデルを構成する三つの部分は、それぞれ「表土層」「深部

堆積層」「地震基盤以深の地殻構」と呼ばれる。表土層は他の二つに比べ長周期地震動への影響が小

さいため、工学的基盤より下にある残りの二層に焦点を当てる。付加体の利用が長周期地震動の速

度構造モデル構築に大変重要であることがわかっている。最終的な差分アルゴリズムに向けた数値

シミュレーションには速度構造モデルの地形図を平面化する必要があるが、その際は「押しつぶし

（squashing）」手法（海面上の地形特性を海面下に押し付ける）が「ブルドーザー（bulldozing）」

手法よりも優れていることが明らかとなった。  

これまでに３広域の一時モデルが開発された。そのうち東海地震と東南海地震のモデルの試行を

行い、シミュレーション結果を 1944 年の東南海地震で記録されたデータと比較した結果、良好な結

果が示された。この結果は公表され、NHK「MEGAQUAKE」（第三回）の番組内で取り上げられた。 
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３）「津波避難ビルの構造設計法」 

福山 洋  （独）建築研究所構造研究グループ長 

2011 年の東日本大震災と津波で、陸前高

田市は 15 メートルの津波に襲われた。多く

の木造建造物が流出したが、ほとんどの RC

造建築物は構造的な損傷を受けなかった。

とはいえ、深刻な損傷を受けた RC 造建築物

もあった。最初の事例は、津波荷重が建物

の水平方向の抵抗力を上回ったことによる

二階建て建物の完全な崩壊。二つ目はピロ

ティ構造のような二階建て建築物の一階部

分が、破壊されたケース。三つ目は、大き

な浮力が原因で建物が転倒したケース。

このようなケースで転倒に対する抵抗力を上げるためには、杭基礎の活用が有効である。

天井下の空気溜まりは浮力を増大させるため、構造設計において考慮に入れる必要がある。四つ目

の事例は、余震や第二波に抵抗するために重要な耐力壁や柱が破壊されたケース。五つ目は非常に

強い津波の流れにより建造物のコーナー部の洗掘が起こり建物が傾斜したケース。六つ目は滑動で、

これは杭基礎の活用により防ぐことができる。七つ目は漂流物の衝突による耐力壁の破壊と漂流物

の建物内浸入。 

鉄骨造建築物の被害に目を転じると、露出型柱脚および柱頭接合部の破壊がわりと多く、上部構

造の流出につながった。その他には、外装材がほぼ無傷にも関わらず津波荷重と浮力により転倒し

たものがあった。鉄骨造建築物の多くは、外装材、内装材ともすべて失い骨組みだけが残っている。

また大きな残留変形が見られた。 

これら事例をもとに、（独）建築研究所は、内閣府において2005 年に定められた津波避難ビル

に係る構造設計法を検証した。津波からの避難が可能な高台がない場合、とりわけ沿岸部では、迅

速な避難のために津波避難ビルが人命を守る。ここでは遮蔽物の有無や、海からの距離による津波

波圧とへの影響を検証した。津波避難ビルの構造設計が目指すのは、倒壊しない、転倒しない、滑動

しないということである。これを満たす構造設計要件は、津波波圧から算定される各層せん断力と浮

力により導き出される。（独）建築研究所は、ここで提案した構造設計法が、津波災害から生命を守る

津波避難ビルの建設を後押しすることを強く願っている。 
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４）「地震工学分野の調査研究協力－ヨーロッパの SAFECAST プロジェクト」 

ファルク・カラドアン  トルコ・イスタンブール工科大学教授・前学長 

構造工学や研究テーマには協力と相補的

研究が重要である。トルコはヨーロッパに

おける三つの継続的な協調型プロジェクト

に参加した。ECOLEADER と PRECAST EC8 に

はプレキャストコンクリート構造の靭性を

計り原位置コンクリート構造と比べる目的

があった。その成果として、プレキャスト

骨組および建物は原位置工法によるものと

遜色ない靱性を示すことが確認された。た

だし調査結果から明らかになったのは床組

の変形性、特に床・デッキと垂直柱の接合

部の実際の設計について、完全に把握でき

ておらず、そのためにプレキャスト建築構造の設計に必要な数量的検討を正しく行うことが難しか

った。  

SAFECAST プロジェクトは今述べた二つのプロジェクトから生まれたもので、RTD 提供者とイタリ

ア、スペイン、ポルトガル、トルコ、ギリシャの中小企業連合の共同事業体である。このプロジェ

クトの目的は、接合部、変形性、プレキャストと原位置要素の相互作用を中心にプレキャスト補強

鉄筋入り構造の地震時の挙動に関する知識の格差を埋めることである。さらに、信頼できる数的ツ

ールを開発し、地震地域において接合材の特性を活かしたプレキャスト構造を設計する新たな基準

を体系化することもプロジェクトの目標である。接合材、ジョイント、部分組立材について一連の

単純、反復、並びに振動台による実験が行われた。大規模な仮動的実験が、一階建ておよび多層型

の構造体について行われた。適切な数的モデルを検証する前に数的シミュレーションが行われた。 

SAFECAST は 2012 年 3 月に完了し、「地震作用のもとでのプレキャスト構造の接合部の設計指針

（Design Guidelines for Connections of Precast Structures under Seismic Actions）」として

発表された。まとめると、その成果が示すのは、地域の協力の重要性と、協調型プロジェクトのた

めには予算の増加が必要だということである。また、地元のニーズを満たすべく地方の行政体およ

び住民が関与していかなければならない。 

5 年前のユネスコでの発足時の会合で、世界中に充分な実験機関、訓練施設、そして訓練を受け

た人材がおり、現地や個別の取り組みをつなぎあわせることでそれら相互の協力を強めていく時期

に来ているという話があった。カラドアン氏は建築・住宅地震防災国際プラットフォーム（IPRED）

が既存の協調型プロジェクトをコーディネートするような機関になっていくことはできないだろう

か。 
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５）Q & A 討論 

質問: 「津波避難ビルの構造設計法」の研究

では、なぜ海岸線から 500 メートルを安

全圏に設定したのか？ 浸水深度や波圧

の設定にあたっては、土地の地形や高さ

を考慮に入れる必要はなかったのか？ 

極めて低い土地については津波が起きた

際の避難にあたってはどれくらいの建物

高さを安全とみなすべきなのか？ 

 

回答: 地形については研究の範疇外であり、

限られたデータに基づき、海岸線から

500 メートルを安全な距離だと判断した。決定的なデータを持っているわけではないが、

これからも設計法の改善を続けていくつもりでいる。私たちが提唱するのは、浸水した階

高より少なくとも二階分高い建物高さにすることと、その際に各階に床が設けられなけれ

ばならないということ。 
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（４）パネルディスカッション：「命を守る地震防災国際協力」 

パネルディスカッションのモデレーターであるユネスコ：バダウィ・ルーバン氏が、「地震の危険

性と自然ハザードは地理的・政治的・地政学的境界とは関係なく存在する」と述べた後、各国パネ

リストの発表およびＱ＆Ａ討論が行われた。 

 

 

１）ユネスコ：バダウィ・ルーバン  ユネスコ科学部門自然災害ユニット部長 

過去 50 年間にわたる地震学と地震軽減は国

際協力のもとで進展し、今後もこの協力なしに

発展することは不可能である。国際協力は別々

の国に所在する機関や団体の各々の活動のおか

げで成り立っている。よって本パネルディスカ

ッションは国際協力における個々の経験から得

られた教訓、またそうした協力関係を将来的に

強化していく方法に光を当てるものとしたい。 

 

 

 

 

２）チリ：ラウル・アルバレス  チリ・カトリカ大学教授 

2010年にチリで起きたマグニチュード8.8の

地震は、災害に対する備えや事後対処に関する

多くの問題点を明らかにするものだった。政府

部門間の協力は欠如、筆頭責任機関は災害の状

況に圧倒され、管理職層は不十分な技術的能力

と権限と予算しか持ち合わせていなかった。危

機対応と管理の欠如、知識の首都への集中、政

府機関の建物には破壊されてしまったものもあ

り、調整の基地が失われた。略奪や破壊行為に

対する政治権力の対応が遅れた。国民が危機管

理計画について教育されていなかった。建物が

危険な場所に、不適切な建築資材や地震のない

国から入った構造方法で建てられていた。早期津波警報がなかった。移動式コミュニケーションの

甚だしい断絶。まともな、きちんと維持管理されたモニタリング設備が欠如し、モニタリングデー

タは科学界が使える形になっていなかった。地震後の建物を独自に評価する手法がなく、データ解

析が複雑になった。被害を査定するボランティアも不足していた。 

こうした問題を解決するには改善措置が必要である。チリ内務省緊急事態局（ONEMI）を根本から

組み立て直し、充分な予算措置と政治権力に対抗する権限を与え、職員に技術的な訓練を積ませ、

強力な研究分野を開発する必要がある。国内全体に早期警報網を築き、一般人にも国内外の科学界

にもデータを提供しなくてはならない。通信網はその継続稼働を守るために、強化しなければなら

ない。国レベルで集まったボランティアのネットワークを調整し、構造の簡易検査を必ず実施しな

くてはならない。充分な予算が与えられなければならない。学校のカリキュラムには自然災害につ

いての教育が盛り込まれ、一般市民を対象に危機管理教育が行われなければならない。 
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最後に、日本とユネスコに向けて、うまくいっている国の制度、運用、モニタリングの経験を共

有すること、リスク管理、手法、緊急時の人の行動などについての技術者や専門家の人材交流を図

ること、危険のある地域に必要なだけのまとまった人材を集めて知識を国全体に広めていくことを

提案したい。 

 

 

３）エジプト：サラ・ムハンマド  エジプト国立天文地球物理研究所部長 

国立天文地球物理研究所（NRIAG）の地震情報

センター（EIC）は継続的にエジプト内外の地震

の兆候を監視・分析しており、支援の要請があ

ればただちに行動に移ることができる。また、

意識向上活動、教育、地域の人材への訓練を通

じ、災害を減らすことを目指している。 

緊急時においては、支援の要請や提供に関す

るコミュニケーション・ハブとなることができ、

近隣諸国に対する支援を行うことができる。ま

た、支援の要請と提供をマッチングさせ、支援

ギャップの把握、解決法の模索、可能であれば

共通資源の蓄積の促進を行い、エジプトからの支援を調整することができる。このメカニズムは大

規模地震を受けて迅速な国際支援を求めるどの参加国でも活用することができる。 

現状ではほとんどの資源が災害後の活動に配分されており、これは災害前に備える場合に比べ、

少ない命しか救えない。 

 

 

４）ペルー：カルロス・サバラ  日本・ペルー地震防災センター所長 

ペルーにおける現地調査を実施する際の問題

点は、災害後の緊急用資金の活用が難しいこと

である。官僚政治により資金の拠出が遅れるう

えに上限が 2000US$に制限され、それでは二日

しかもたない。 

ペルーでの災害対策にはその他にも障害があ

る。すなわち、行政が災害リスクに敏感でない、

ハザード、マイクロゾーニング、リスク分析が

行われている都市もあるが都市の行政当局が都

市計画にこれらのデータを使わない、国立監

視・防止・減災センター（National Center for 

Assessment, Prevention and Disaster Risk Reduction）が災害対策を地方自治体に伝達・教授す

ることに積極的でない。 

災害対策を実施するにあたっての今後の課題は、市民の間に災害対策の文化を行き渡らせること、

防災と救援に関わる官民の間の合意形成をすること、国家・地域・地方それぞれのレベルで危険に

ついての情報が自動的に伝達されるシステムの開発、国家防災システム（SINAGERD）を中央集権的

でなく地域・地方政府に権限を与える形で強化する。国家計画を作成する際、災害対策に対する包

括的アプローチには住民の参加が必要である。減災計画は各政府機関または省庁ごとに作成されな
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ければならない。持続可能な開発のためには行政当局及び決定権のある職員の能力向上が求められ

る。意志決定者と行政当局の無関心の解消が最も優先されるべき課題であり、彼らの能力を高める

ことが必要である。 

日本とユネスコが地震対策に関して今後国際協力できるものとしては、傷つきやすい歴史的建造

物や学校の保護を支援することが挙げられる。ペルーは SATREPS プログラムのもと日本と協力型プ

ロジェクトを行っており、そのなかにはいくつかの研究課題、たとえば強震動と地震工学、津波、

被害の査定、建物、減災計画がある。 

 

 

５）ルーマニア：ラドゥ・バカロヌ  ルーマニア・国立ブカレスト工科大学副学長 

ルーマニアでは地震リスクがブランチャ震源

から直接及ぶものであるということが大変良く

知られている。100 年に 2～3 度発生する中規模

地震で、特にブカレストの建物ストックに影響

が大きい。最も破壊的な地震は 1977 年に発生し

たもので、1,600 人以上が死亡したのだが、う

ち 1,500 人はブカレストでの死者だった。ブカ

レストには未だに全く耐震設計を施さない多層

型ビルが沢山ある。ルーマニアの国家的減災プ

ログラムでは、地震リスクⅠの建物を補強する

こと、建物耐震基準の改善、並びに地震観測の

改善が目標とされている。 

国際協力の側面からは、ルーマニアでは複数のプロジェクトが実行されている。最も重要だった

のは国内の建物や構造物の地震リスクを減らす JICA のプロジェクトだった。このプロジェクトを通

じ、ルーマニアは多くの構造・土壌実験施設を受け取り、新たな地震ネットワークが取り入れられ

た。ところが、2010 年に突然、ルーマニア政府は地震防災センター（NCSRR）の解体を決定。施設

は BRI に移動させられ、スタッフは大学に残ることとなった。これは大いなる後退だった。その他

の国際協調プロジェクトは、ドイツ、EU、歴史建物の地震からの保護（PROHITECH）そして世界銀行

との間で行われている。 

地震対策の障害となっているのは、政府支援の弱さ、国民の意識の低さ、社会的問題による居住

用建物の改修の困難さ、国際資金の改修プログラムが公共建物に重点化されていることなどである。 
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６）日本：岡崎 健二  政策研究大学院大学教授 

国際社会がより多く減災への関与を表明して

いるにもかかわらず、災害の数は増加している。

災害による被害を減らすための技術や知識の取

り入れ方に問題があった。同時に、人命を失う

ことへの無関心もあった。人命の経済的価値に

ついては災害の経済コストを計算する際に考慮

されていない。住民の命を守ることが政府の最

優先課題であるべきなのに、そのために最大限

の努力をしているようには見えない。 

国際的な取り組みの傾向は未だに応答型に集

中しており、それによって災害によって失われ

た命を回復することはできない。もし彼らが生

き延びたなら、復興はもっと簡単に、もっと費用をかけずに行えることだろう。更に、資金提供国

も、これ以上長く応答型の資金提供をすることには耐えられないと考えている。よって生命を守る

ためには災害が起こる前により多くの資源が費やされなければならない。 

2011 年の東日本大震災と津波による最も大きな教訓は、何千人もの人が、もし迅速に避難してい

れば死なずに済んだかもしれないということである。被害を受けた地域の人々は大きな地震の後に

津波が襲うことも知っていたし避難の方法も知っていた、しかも津波が迫っているという正しい早

期警報も届いていた、それでも多くの人がすぐには避難しなかった。  

1995 年の阪神淡路大震災での最大の教訓は、何千という人が、ぜい弱な自分たちの家を改修して

いれば命を失わずに済んだかもしれないということである。日本には厳しい建築基準があり、改修

のための技術もあれば資金援助も受けられる。にもかかわらず、人々には改修しない様々な理由が

ある。根本的な理由としては、人間がリスクテイカー（リスクを選ぶ）だということである。だか

ら彼らは改修にお金をかけず、近い将来には大地震は来ないだろうというほうに賭ける。 

災害に合う前に人々の行動を促す施策には、教育、訓練、意識向上、地域単位の災害管理、安全

なコミュニティのための政策策定と制度化が挙げられる。 

災害による人命の損失を減らすための国際協力として、災害を見越して行動するための国際的取

組、減災のための適切な政策を立てられて地域の人々とリスクコミュニケーションできるスキルを

持った専門家をもっと育成すること、コミュニティ主体の災害管理を促す資金・技術的支援、住民

や地方自治体が災害への対策を取るような動機づけについて更に研究すること、そして災害リスク

管理に向けた分野横断的な学際的アプローチなどを提案する。 

 

 

７）Q & A 討論 

��ルク・カラ�アン氏: 岡崎氏に質問です。今回のようなシンポジウムの成果を政府に確実に伝

達するためにはどうしたらよいか？ 

ポール・�ラン�ィ氏（オーストラリア）: 特に岡崎氏の発言に感銘を受けた。来たる災害から身

を守るために、耐性を高めるために資金を使うのではなく、災害後に莫大な資金投入をしなくて

はならないという枷から抜け出すことの難しさが提示されていたからです。我々は災害軽減につ

いて、トータルで分野横断的なアプローチができる学術機関を持っていないように思います。そ

こが欠如していることと近年多くの地で持続可能性を掲げる機関が急速に立ち上がっているこ

との間には平行関係があります。自然災害は非持続的であり、一方で持続可能性の問題として議
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論されていることは、明確な分野横断的アプローチを必要とする災害という側面に対して何一つ

貢献していません。 

��氏: 日本は、国および地方自治体がリスクと課題解決の方法について関心が高いです。しかし

途上国の多くではこのようなわけにはいかないかもしれません。そのため私は、災害軽減に取り

組んだ地方自治体はより多くの補助金を受け取り、国からアドバイスや活動を受けてはどうかと

提案したのです。同時に、地方の住民が災害軽減の重要性に高い意識を持っていれば、地方の政

治家が地元住民の興味関心に沿って行動するはずです。 

ルーバン氏: たびたび取り上げられた視点としては、国内において異なる分野同士の協力を増やす

必要があるということと、科学者、専門家、政策立案者の間により多くの対話が必要だというこ

とです。それと同時に大衆の意識向上という課題も挙げられていましたし、災害の予想と予防が

最終的に成果を上げられるよう促す方法を探る必要があるということです。ユネスコには多くの

提案が寄せられましたので、そうした提案に耳を傾け、今後に活かしていくため最大限の努力を

していくのがユネスコの使命です。 

バカロ�氏: カラドアン氏への回答として、一例をあげたいと思います。1977 年に開始されたアメ

リカ国家地震災害軽減プログラム（US National Earthquake Hazard Reduction Program）は 1960

年代にフランク・プレス教授が起案したものです。新しい大統領がホワイトハウスに入る際、フ

ランク・プレスは新大統領の科学顧問でした。その一か月後、このプログラムは進行していまし

た。というわけでたまにはこういういいことが起こるということです。 

ムハン�ド氏: カラドアン氏への回答として、我が国の場合は外務省に海外と地元のパートナーの

協調を促してもらう必要があります。時には異なる国と協力してプロジェクトを進めるうえでの

問題が生じることもあります。エジプトでは、新しい体制のなかでこの問題にうまく取り組んで

いけることを期待しています。 

�バラ氏: 持続可能性についてのコメントがありましたが、ペルーでは昨年法律が変わり、すべて

の都市開発計画に災害軽減の要素が含まれなければならなくなりました。そのため現在、地方の

政治家たちは、災害管理プロジェクトを立ち上げることが法律上求められています。この法律に

従うよう政治家に圧力がかかることもあるのです。 

 

 

（５）閉会 

１）閉会挨拶 

西山 功  （独）建築研究所理事 

災害管理は世界・国・地方・コミュニティレ

ベルで継続的に取り組むべき課題であり、本シ

ンポジウムはそういった必要性について改めて

思い起こさせてくれた。取り組むべき課題は山

ほどあり、研究活動を活発化させなければなら

ない。海外へ帰国されるゲストのみなさんは自

国の環境に対して今回の成果や教訓を活かされ

ることと思う。 

 

 



 

 

 

 

 

 Ⅱ．International Memorial Symposium 

 

“Protecting Lives from Earthquake and Tsunami Disasters” 
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1. Outline - International Memorial Symposium 

(1) Outline 

Objective : Since devastated super disasters frequently occurred such as the 2004 Indian 
Ocean Tsunami and the Great East Japan Earthquake, in order to promote activity of the 
International Platform for Reducing Earthquake Disasters (IPRED) by UNESCO, 
International Institute of Seismology and Earthquake Engineering (IISEE) of BRI and 
GRIPS co-host an international symposium. Top class experts from all over the world provide 
message for future to protect lives through global cooperation. (It will be also held as a 
memorial event of IISEE initiated by UNESCO.) 

 

Title International Memorial Symposium 
“Protecting Lives from Earthquake and Tsunami Disasters” 

Date and Time Wed, June 27, 2012, 10:00-17:00 

Venue Sokairo Hall of National Graduate Institute for Policy Studies 
(GRIPS) 

Fee Admission Free (Pre-registration required) 

language Japanese - English (Simultaneous translation service) 

attendance About 150 people  

Organizer UNESCO , Building Research Institute (BRI), GRIPS 

Supporter Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 
(MLIT), Ministry of Foreign Affairs (MOFA), JICA, The 
Yomiuri Shimbun 
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(2) Program 

Contents Time 
(1) Opening Ceremony 10:00-
 1) Opening and Welcome Remarks 

Yuzo Sakamoto, Chief Executive, BRI 
Keiichi Tsunekawa, Vice President, GRIPS 

10:00-
10:10

 2) Guest Speech 
Toshiyuki Inoue, Deputy Director-General of the Housing Bureau of MLIT  

10:10-
10:20

(2) Keynote Lecture 10:20-
 1) Keynote Lecture 1 "Future of Seismology" Kazuo Oike, Director of the International 

Institute for Advanced Studies (IIAS) and Former President of Kyoto University  
10:20-
11:10

 2) Keynote Lecture 2 "UNESCO’s Roles and Strategies for Reducing Earthquake and Tsunami 
Disasters" Badaoui Rouhban, Director of the Unit for Natural Disasters, Natural 
Sciences Sector at UNESCO  

11:10-
12:00

Lunch 12:00-13:15 

(3) Lectures "Protecting Lives: Lessons learned and Future prospects" 13:15-
 1) "Views for Post-2015: Achievements and Challenges in the Field of Disaster Risk Reduction"

Sálvano Briceño, Chair of the Science Committee, Integrated Research on Disaster Risk 
and Former Director of UN International Strategy for Disaster Reduction  

13:15-
13:45

 2) "Long-Period Ground Motion as a New Urban Threat" Kazuki Koketsu, Professor at the 
Earthquake Research Institute of the University of Tokyo  

13:40-
14:15

 3) "Structural Design Requirement on the Tsunami Evacuation Buildings" Hiroshi Fukuyama, 
Director of the Department of Structural Engineering at BRI 

14:15-
14:45

 4) "The Importance of Collaboration for Complementary Research in the Field of Earthquake 
Engineering—An Example SAFECAST Project in Europe" Faruk Karadoğan, Professor 
and former Rector of Istanbul Technical University (ITU)  

14:45-
15:15

 5) Question and Answer Session 15:15-
15:20

Break 15:20-15:40 

(4) Panel Discussion "International Cooperation on Earthquake Disaster Management to 
Protect Lives" 15:40-

 1) UNESCO Badaoui Rouhban, Director of the Unit for Natural Disasters, Natural Sciences 
Sector at UNESCO  

15:40-
15:45

 2) Chile Raul Alvarez, Professor at the Universidad Catolica de Chile 15:45-
15:55

 3) Egypt Salah Mahmoud, Head of the Department of Geodynamics at the National 
Research Institute of Astronomy and Geophysics (NRIAG) 

15:55-
16:05

 4) Peru Carlos Zavala, Director of the Japan-Peru Center for Earthquake Engineering and 
Disaster Mitigation (CISMID) 

16:05-
16:15

 5) Romania Radu Vacareanu, Vice-Rector of the Technical University of Civil Engineering 
of Bucharest (UTCB) 

16:15-
16:25

 6) Japan Kenji Okazaki, Professor at GRIPS 16:25-
16:35

 7) Question and Answer Session 16:35-
16:55

(5) Closing ceremony 16:55-
 1) Closing Remarks 

Isao Nishiyama, Deputy Chief Executive of BRI 
16:55-

17:00
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2. Summary - Protecting Lives from Earthquake and Tsunami Disasters 

(1) Opening Ceremony 

 1) Opening and Welcome Remarks 

Mr. Yuzo Sakamoto, Chief Executive of 
the Building Research Institute (BRI) 
welcomed the symposium participants. 
He noted that in 1962 BRI set up the 
Department of International Earthquake 
Engineering Studies, and took over the 
International Training Program for 
Earthquake Engineering, jointly 
organized by UNESCO and Japan. To 
date, 1,539 trainees from 97 countries 
have completed the course, and most now 
have pivotal roles in government, 
research and educational institutions. Additionally, since 2006 the master degree has been 
conferred to those trainees who have successfully completed the course, in collaboration with 
the National Graduate Institute for Policy Studies (GRIPS). 
From 2007, with support from the Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 
(MLIT), BRI restarted a collaborative partnership with UNESCO, and launched the 
International Platform for Reducing Earthquake Disasters (IPRED). Going forward, BRI in 
collaboration with the Japan International Cooperation Agency (JICA) have established a 
network of nine countries and their organizations engaged in earthquake disaster 
management. Representatives from all of these organizations as well as famous lecturers 
have gathered for this symposium, offering a rare and precious opportunity to exchange 
views and expertise. 

 
Mr. Keiichi Tsunekawa, Vice President of 
GRIPS thanked the participants for 
attending the symposium. He remarked 
that while the immediate motive for the 
symposium was the Great East Japan 
Earthquake and Tsunami of 2011, there 
have been a series of such disasters in 
recent years, in which tens or hundreds 
of thousands of lives were lost in an 
instant. The theme of the symposium is 
investigating how to deepen 
international cooperation to protect lives 
from earthquake and tsunami disasters in the future. 
GRIPS has been engaged in research and education on disaster management, offering a 
one-year masters program on disaster management policy in 2005, in cooperation with BRI, 
the Public Works Research Institute (PWRI) and JICA. Each year the program is offered to 
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around 40 students from developing countries. GRIPS also published two policy proposals for 
reconstruction after the 2011 disaster, and is engaged in research projects and organizing 
lectures, seminars and symposiums. This April, GRIPS has started a one-year masters 
program for Japanese students. 
 

 2) Guest Speech 

Mr. Toshiyuki Inoue, Deputy 
Director-General of the Housing Bureau 
of MLIT expressed his gratitude to the 
participants and organizers of the 
symposium. He noted that Japan has 
experienced a number of devastating 
earthquakes, with differing primary 
causes of loss of life, through fire, 
collapsing buildings, and tsunami. The 
extent of damage also differs depending 
on factors such as the time of day that 
the earthquake takes place. There 
should therefore be diverse countermeasures for dealing with earthquakes. Additionally, a 
disproportionate number of elderly people lost their lives in these earthquakes, showing that 
better measures must be taken to protect the most vulnerable. 
In the Japan earthquake of 2011 there were a relatively low number of casualties from 
building collapse, due to improvements in structural standards introduced in 1981. However 
there are lessons to be learned including damage to buildings due to the long period of ground 
shaking, and how resistant buildings are to tsunami. Countermeasures must also be put in 
place against the liquefaction of reclaimed land and the destruction of elevators and 
escalators and non-structural building materials. 
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(2) Keynote Lecture 

 1) Keynote Lecture 1 "Future of Seismology" 

Mr. Kazuo Oike, Director of the 
International Institute for Advanced 
Studies (IIAS) and Former President of 
Kyoto University began his keynote by 
noting that East Asia has a long history 
of earthquakes, with the oldest recorded 
earthquake dating back to 1831 BC in 
the Shandong province of China. Mr. 
Oike went on to detail the history of 
earthquakes and seismology in East Asia, 
based on which he suggested that every 
300 to 600 years a very large earthquake 
occurs somewhere in the world. East Asia is now in an era of high seismological activity. 
Given that, international cooperation is very important in and around the Pacific region. 
In Japan, good records and analysis of earthquakes have been kept for many years. It has 
been predicted that western Japan enters an active period every 100 years, alternating with 
quiet periods. Modern seismology in Japan dates back to 1880, when the Seismological 
Society was founded and the Japanese government hired foreign scholars to investigate an 
earthquake in Yokohama. 
Looking at the future of seismology, Mr. Oike highlighted a number of issues to be tackled 
following the Great East Japan Earthquake and Tsunami of 2011, including: controversial 
extreme predictions being made for future earthquakes; ineffective use of the early warning 
system; limited supercomputing capacity for simulation; the unexpected chain-reaction of 
multiple earthquakes; the destructive impact of the tsunami on the Fukushima nuclear 
power plants; effective education of evacuation procedures; monitoring changes to land 
structure; and the need for greater understanding of the physical mechanism of precursor 
earthquakes. 
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 2) Keynote Lecture 2 "UNESCO’s Roles and Strategies for Reducing Earthquake and Tsunami 
Disasters" 

Mr. Badaoui Rouhban, Director of the 
Unit for Natural Disasters, Natural 
Sciences Sector at UNESCO began by 
explaining that UNESCO has the role of 
promoting knowledge, education, science 
and culture, as well as assisting 
governments in finding solutions to the 
problems they face including lack of 
education systems, poor cultural 
development and lack of water resources. 
Globally there is a trend of increase in 
natural disasters, not because the 
hazards are increasing but because the vulnerability to those disasters is increasing. And 
while there is a decrease in related deaths in developed countries, poor countries are paying 
the highest toll, and so the United Nations should help these poorer countries to be better 
prepared. Such disasters can also have knock-on effects beyond the local region. While the 
international community actively responds to disasters in providing relief, rehabilitation and 
reconstruction, there is little investment in mitigation and preparedness, leading to a vicious 
“disaster cycle.” Measures to reduce vulnerability include better risk assessment, prevention, 
preparedness and emergency response. 
UNESCO assists with the establishment of international and regional centers as well as 
tsunami warning systems. UNESCO also assists at the national level, such as working with 
the Haitian government following the 2010 Haiti Earthquake in various aspects of disaster 
recovery, including education, rehabilitation of the coastal warning system, and training of 
masons for earthquake-resistant construction. UNESCO also works through a number of 
programs including: IPRED with nine member countries; RELEMR in the extended 
Mediterranean region; RELSAR in the South Asia Region; ICL and IMEWS internationally; 
and DIPECHO in Central America. 
UNESCO’s education sector is involved in the promotion of school safety, the development of 
educational materials and the use of indigenous knowledge for disaster reduction. UNESCO’s 
culture sector uses some UNESCO World Heritage Sites and Geoparks as pilot areas for 
implementing activities for disaster reduction. Finally, ethics and human rights aspects of 
disasters are handled by UNESCO’s social science sector.  
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(3) Lectures "Protecting Lives: Lessons learned and Future prospects" 

 1) Views for Post-2015: Achievements and Challenges in the Field of Disaster Risk Reduction 

Mr. Sálvano Briceño, Chair of the 
Science Committee, Integrated Research 
on Disaster Risk and Former Director of 
UN International Strategy for Disaster 
Reduction reiterated that the trend of 
increasing natural disasters is not due to 
the increase in natural phenomena and 
hazards but due to the increase in 
vulnerability of society. Traditionally, 
societies have been focused on preparing 
for response to disaster. However, there 
is an urgent need to focus on risk 
reduction, i.e. addressing the vulnerabilities that are the main causes of disaster. These 
vulnerabilities include poorly constructed and located buildings, ecosystem and natural 
resource depletion, lack of risk awareness and risk governance institutions and accountability. 
Then, universities are still training professionals of different disciplines in a fragmented 
manner rather than with integrated and holistic approaches.  
These problems led to the creation of the topic of “disaster risk reduction” (DRR) and the 
launch in 2000 of the United Nationals International Strategy for Disaster Reduction (ISDR). 
ISDR is a conceptual framework aimed at building disaster-resilient communities by 
increasing awareness of disaster reduction’s importance as an integral component of 
sustainable development, with the goal of reducing human, social, economic and 
environmental losses due to natural hazards and related technological and environmental 
disasters. 
ISDR was launched as a successor to the International Decade on Natural Disaster 
Reduction (IDNDR) from 1990 to 1999. In 2005 the Hyogo Framework for Action (HFA) was 
adopted by 168 Member States of the United Nations at the World Disaster Reduction 
Conference. The HFA is a 10-year plan to make the world safer from natural hazards. ISDR is 
now preparing for the third World Disaster Reduction Conference in 2015 where a post-Hyogo 
regime will be adopted. The HFA set up the basis for risk-governance mechanisms; however, 
governments are still in the early stages of developing them and there is a need to strengthen 
them as a policy priority. That governance needs to include accountability, transparency and 
participatory approaches. DRR also needs to be recognized not only in the climate change 
adaptation process but also as the first step before adaptation can take place in all other 
sectors. DRR is also an essential requirement in the next phase of the Millennium 
Development Goals (MDG). Environmental policies need to include formal recognition of DRR 
as an essential ecosystem service. There is also a need for greater awareness of the 
importance of safety in all buildings, which can only be achieved through greater high-level 
leadership. 
Because the academic world is at the origin of the problem through the fragmentation of 
education of professional disciplines, the Integrated Research on Disaster Risk program was 
launched aiming to have the scientific community develop more integrated approaches to 
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understanding risk in research and in education. 
 
 

 2) Long-Period Ground Motion as a New Urban Threat 

Mr. Kazuki Koketsu, Professor at the 
Earthquake Research Institute of the 
University of Tokyo explained that 
long-period ground motion (LPGM) has 
become an important issue due to the 
recent rapid increase in number of 
large-scale structures, and it can also 
affect base-isolated buildings. Large 
subduction-zone earthquakes and 
moderate to large crustal earthquakes 
can generate far-source LPGM in distant 
sedimentary basins through path effects, 
while near-fault LPGM is mostly generated through the source effects of rupture directivity. 
Far-source LPGM consists primarily of surface waves with a longer duration than that of 
near-fault LPGM. Unlike short-period ground motion, LPGM can only be predicted through 
numerical simulation. 
The Japanese government’s Headquarters for Earthquake Research Promotion (HERP) set 
up the Section for Subsurface Velocity Structures (SSVS). Numerous institutions constructed 
velocity structure models across Japan, and SVSS has begun a three-year project to update 
those models for LPGM hazard maps. These maps are being created through numerical 
simulation. The updated models will be combined into a Japan integrated velocity structure 
model. Velocity structure models control the accuracy of LPGM hazard maps more than 
source models. A velocity structure consists of three parts, called the “surface soil layers,” the 
“deep sedimentary layers” and “crustal structure deeper than the seismic basement.” Surface 
soil layers do not affect LPGM as much as the other two parts, so the focus is on the two parts 
that are lower than the engineering bedrock. The use of accretionary wedges has been shown 
to be very important in developing a velocity structure model for LPGM. For the final 
difference algorithm, numerical simulation requires the velocity structure topography to be 
flattened, and the “squashing” method—pushing topographical features from above sea level 
to below sea level—has been shown to be superior to “bulldozing” or removing those features.  
To date, three wide-area 1st grade models have been developed. The performance of the model 
for Tokai and Tonankai earthquakes was tested by comparing simulations against data 
recorded for the 1944 Tonankai earthquake, and showed a good agreement. The results have 
been published and have been incorporated into the third edition of a television program 
MegaQuake by NHK. 
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 3) Structural Design Requirement on the Tsunami Evacuation Buildings 

Mr. Hiroshi Fukuyama, Director of the 
Department of Structural Engineering at 
BRI explained that his lecture would 
first cover the categorization of damage 
to buildings caused by tsunami, and 
would then consider structural design 
requirements for tsunami evacuation 
buildings. In the Great East Japan 
Earthquake and Tsunami of 2011, the 
city of Rikuzentakata was hit by tsunami 
waves 15 meters high. Most of the 
wooden structures were washed away, 
while most reinforced concrete (RC) buildings remained structurally intact. That said, 
several RC buildings suffered severe damage. The first example is the total collapse of a 
two-story structure when the tsunami load exceeded the horizontal resistance capacity of the 
building. Second, the first story of a two-story structure collapsed when tsunami pressure on 
the second story propagated to the first story. Third, a building overturned due to a high 
buoyancy and insufficient building weight. In cases such as this, pile foundations can be used 
to increase resistance to overturning; however, even some buildings with pile foundations 
overturned. Accumulated air pockets under floor slabs increase buoyancy, which should be 
considered in structural design. The fourth example is the deformation of walls through 
failure of shear walls and columns to resist aftershocks and secondary tsunami. Fifth is 
tilting due to scouring at the corner of a building by strong whirling streams of the tsunami. 
Sixth is sliding, which can be avoided by utilizing pile foundations. Seventh is impact by 
debris causing shear wall failures and debris entering buildings. 
Turning to damage to steel buildings, failure of exposed column bases and column top 
connections was quite frequent, resulting in upper structures being washed away. In other 
cases, although the exterior finishing survived almost intact, tsunami load and buoyancy 
caused overturning. Most steel buildings entirely lost the exterior and interior finishing, with 
only the skeleton remaining. However there was a large residual deflection. 
Based on these examples, BRI’s Department of Structural Engineering reviewed 2005 
structural design requirements for tsunami evacuation buildings. Where no high ground is 
available for tsunami evacuation, tsunami evacuation buildings should be constructed on the 
highest ground for quick evacuation, particularly in coastal areas. The study reviewed the 
influence on resistance of building height, defense, and distance from the sea. The targets for 
the structural design of tsunami evacuation buildings are to not collapse, overturn or slide. 
Structural design to meet those targets is based on calculations incorporating tsunami 
pressure and load, story shear force and buoyancy. BRI strongly hopes that the proposed 
structural design method will accelerate the construction of tsunami evacuation buildings for 
protecting lives from tsunami disasters. 
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 4) The Importance of Collaboration for Complementary Research in the Field of Earthquake 
Engineering—An Example SAFECAST Project in Europe 

Mr. Faruk Karadoğan, Professor and 
former Rector of Istanbul Technical 
University (ITU) told participants that 
he would provide some background 
information in order to then be able to 
pose a question. 
Collaboration and complimentary 
research is important in structural 
engineering and research topics. Turkey 
has engaged in three successive 
collaborative projects in Europe. The 
first two, ECOLEADER and PRECAST 
EC8 aimed to quantify the ductility capacity of precast concrete structures compared to 
cast-in-situ concrete structures. The outcome confirmed that precast frames and buildings 
can exhibit ductile behavior comparable to cast-in-situ structures. However, it was clear from 
the findings that the deformability of the floor system, and in particular the actual design of 
the connections between the floor/deck system and the vertical columns, was not fully 
understood and therefore difficult to model correctly for the numerical studies used in design 
of precast buildings structures.  
The SAFECAST project emerged from these two projects, as a consortium of RTD providers 
and SME associations from Italy, Spain, Portugal, Turkey and Greece. The project aimed to 
fill the gap in knowledge of seismic behavior of precast pre-stressed structures, with specific 
reference to connections, deformability and interaction between precast and cast-in-situ 
elements. Further, the project aimed to develop reliable numerical tools, and to codify new 
criteria for the design of precast structures in seismic regions exploiting the properties of 
connection devices. A series of monotonic, cyclic and shaking-table tests were carried out on 
connection devices, joints and subassemblies. Large-scale pseudo-dynamic testing was 
carried out on single-story and multi-story frames. Numerical simulation was employed to 
verify adequate numerical models. 
SAFECAST was completed in March 2012 with the publication of the Design Guidelines for 
Connections of Precast Structures under Seismic Actions. In conclusion, the outcome 
demonstrates the importance of regional cooperation, as well as the need for increased 
budgets for cooperative projects. Local administrative bodies and peoples should be engaged 
to satisfy the local needs. 
Five years previously, at the UNESCO kick-off meeting, it had been said that there are 
sufficient laboratories, training centers and trained students around the world, and it was 
time to increase the cooperation of these institutions by linking local and individual efforts 
together. Mr. Karadoğan concluded by asking whether IPRED can be improved to be an 
organization that can coordinate predefined collaborative projects. 
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 5) Question and Answer Session 

Question for Mr. Fukuyama: In your 
study, why did you determine that a 
distance of 500 meters from the coastline 
is considered safe? When determining 
inundation depth and pressure, is it not 
necessary to also take into account the 
topographical shape and height of the 
ground? In cases of very low ground, 
what building height should be 
considered safe for refuge in case of 
tsunami? 
 
Mr. Fukuyama: Topographical conditions were outside of the scope of our study. Based on 
limited data we considered 500 meters from the coastline to be a safe distance; however, we 
do not have definitive data. Going forward we will continue to improve our design methods. 
We recommend a building height of at least two stories above the inundated stories, and 
those stories must have flooring. 
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(4) Panel Discussion "International Cooperation on Earthquake Disaster Management to Protect 
Lives" 

1) UNESCO 

Mr. Rouhban, acting as moderator, 
opened the panel discussion by 
remarking that earthquake risk and 
natural hazards do not recognize 
geographical, political or geopolitical 
boundaries. The study of seismology and 
earthquake risk mitigation over the past 
five decades has gained from 
international cooperation, and without 
this cooperation it is not possible to 
advance in the future. International 
cooperation benefits from the individual 
input of institutions and entities located in different countries. The panel discussion should 
therefore illuminate lessons drawn from individual experiences in international cooperation, 
and how to improve this cooperation in the future. 

 

 2) Chile 

Mr. Raul Alvarez, Professor at the 
Universidad Catolica de Chile stated 
that the 2010 magnitude 8.8 Chile 
earthquake highlighted many problems 
with disaster preparedness and response. 
There was a lack of coordination between 
different government departments. The 
primary responsible institution was 
overwhelmed by the circumstances of the 
event. Management personnel had 
insufficient technical competence, 
autonomy and budget. There was a lack 
of crisis coordination and management. Knowledge was concentrated in the capital. Some 
government buildings were destroyed leaving no base for coordination. Political power’s 
response to looting and vandalism was delayed. The population was not educated on a crisis 
management plan. Buildings had been constructed in vulnerable areas, and inappropriate 
building materials had been used as well as structural solutions from non-seismic countries. 
There was no early tsunami warning. Mobile communications were severely crippled. There 
was a lack of proper and properly maintained monitoring equipment, and monitoring data 
was not readily available to the scientific community. There was no unique methodology to 
evaluate structures following the earthquake, complicating data interpretation. And there 
was a lack of volunteers to assess damage. 
Improvements need to be implemented in order to address these issues. The National Office 
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of Emergency of the Interior Ministry (ONEMI) needs to be completely restructured, provided 
with sufficient budget, empowered against political power, members technically trained, and 
a strong research area developed. An early warning network should be created nationwide, 
with data provided to civilians and to the local and international scientific community. 
Communication networks should be reinforced to ensure continuous operation. A quick 
inspection of structures must be implemented, with a coordinated volunteer network at the 
country level. Sufficient budget must be provided. School curriculums should incorporate 
natural disaster education, and crisis management education should be provided to the 
general population.  
Mr. Alvarez concluded with some suggestions for Japan and UNESCO: to share positive 
experiences in institutional issues, management and monitoring of successful countries; to 
exchange technical personnel and experts in risk management, methodologies, studies of 
human behavior in emergencies, etc; and to help create a critical mass of experts in each area 
of risk, to permeate this knowledge throughout the country. 

 

 3) Egypt 

Mr. Salah Mahmoud, Head of the 
Department of Geodynamics at the 
National Research Institute of 
Astronomy and Geophysics (NRIAG) 
outlined NRIAG’s roles for international 
cooperation and earthquake disaster 
management. NRIAG’s Earthquake and 
Information Centre (EIC) continuously 
monitors and analyzes earthquake 
signals in and around Egypt and is able 
to spring into action immediately when it 
receives a call for assistance. NRIAG also 
aims to mitigate disasters through awareness-raising media, education, and training for 
regional colleagues.  
During emergencies, NRIAG may act as a communication hub for requests and offers of 
assistance, and can offer assistance to affected neighboring countries. NRIAG can also 
coordinate the provision of Egyptian assistance by matching offers to needs, identifying gaps 
in assistance and searching for solutions, as well as facilitating the pooling of common 
resources where possible. This mechanism can be activated by any participating state 
seeking prompt international assistance following a major earthquake disaster. 
Currently most resource is allocated to post-disaster efforts, which can save relatively few 
lives in comparison to pre-disaster preparation. 
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 4) Peru 

Mr. Carlos Zavala, Director of the 
Japan-Peru Center for Earthquake 
Engineering and Disaster Mitigation 
(CISMID) talked about the problems in 
execution of field surveys in Peru. 
Accessing emergency funds following a 
disaster is difficult as bureaucracy 
delays the issuing of the funds, and the 
funding is limited to US$2,000 which is 
only sufficient for two days.  
There are also several impediments to 
earthquake disaster management in 
Peru: the government offices are not sensible with disaster risk; there are cities where hazard, 
microzonification and risk analysis have been developed but city authorities do not use this 
data for city planning; and the National Center for Assessment, Prevention and Disaster Risk 
Reduction is not aggressive in considering alliances or teaching local authorities about 
disaster management policies. 
The main future challenges for implementation of disaster risk management are: achieving a 
culture of disaster risk management in the population; building consensus and commitments 
between public and private institutions involved in disaster prevention and relief; developing 
a system to automatically disseminate information on potential risks at local, regional and 
national levels; and strengthening SINAGERD in a decentralized manner to empower 
regional and local governments. The integrated approach to disaster management should 
include the participation of the population. A risk reduction plan should be developed for each 
government agency or ministry in order to produce a national plan. Sustainable development 
demands an improvement in capacities of authorities and officers with power of decision. The 
indifference of decision makers and authorities is one of the primary issues, and their 
capacity needs to be improved. 
Japan and UNESCO can further international cooperation on earthquake disaster 
management through assistance to protect vulnerable historical buildings and schools. Peru 
has a cooperative project with Japan under the SATREPS program, which encompasses 
several research topics: strong motion and geotechnical; tsunami; damage assessment; 
building; and disaster mitigation planning. 
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 5) Romania 

Mr. Radu Vacareanu, Vice-Rector of the 
Technical University of Civil 
Engineering of Bucharest (UTCB) noted 
that in Romania the source of seismic 
risk is very well known, coming directly 
from the Vrancea subcrustal source. It is 
an intermediate earthquake occurring 
two to three times per century, and 
affects particularly the building stock in 
Bucharest. The most destructive event 
occurred in 1977 when more than 1,600 
people died, of which 1,500 died in 
Bucharest. Bucharest still has many high-rise buildings that do not incorporate any seismic 
design. National programs for seismic risk mitigation in Romania aim to strengthen seismic 
risk class I buildings, upgrade the code for seismic design of buildings, and improve seismic 
instrumentation. 
In terms of international cooperation, there have been several projects in Romania. Most 
important was a JICA project to reduce seismic risk for buildings and structures in Romania. 
Through this project, Romania received a lot of structural and soil testing equipment and 
new seismic networks were installed. However rather suddenly in 2010 the Romanian 
authorities decided to dismantle the National Center for Seismic Risk Reduction (NCSRR) 
and move the equipment to the BRI, while the staff remaining at the university, which has 
been a significant setback. Other international collaborations include projects with Germany, 
with the European Union, with Earthquake Protection of Historical Buildings (PROHITECH), 
and with the World Bank. 
Impediments in earthquake disaster management include weak political support, low public 
awareness, the difficulty in retrofitting residential buildings due to social issues, and the 
focus of international financing bodies of retrofitting programs on public buildings and 
structures. 

 

 6) Japan  

Mr. Kenji Okazaki, Professor at GRIPS 
commented that even as more 
international communities express their 
commitment to disaster reduction, the 
number of disasters has been increasing. 
There has been a failure to apply 
technologies and knowledge to reduce 
the impact of disasters. There has also 
been an indifference to the loss of human 
life. The economic value of human lives 
is not accounted for in the calculation of 
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the economic cost of disasters. Although protecting the lives of citizens should be the highest 
priority of government, it does not seem that they are making every effort to achieve that. 
The trend of international activity is still focused on response, which cannot recover lives lost 
in disasters. If people were to survive, reconstruction would be much easier and less costly. 
Additionally, donor countries are now thinking that they can no longer afford to fund 
response efforts any longer. More resources must therefore be mobilized for protecting lives 
before disasters hit.  
The most important lesson of the Great East Japan Earthquake and Tsunami of 2011 is that 
thousands of people would not have been killed if they had evacuated promptly. Although 
people in the region knew well that a tsunami would strike after a strong earthquake, and 
knew how to evacuate, and there was good early warning of an impending tsunami, many 
people did not evacuate promptly.  
The most important lesson learned from the 1995 Hanshin-Awaji earthquake is that 
thousands of people would not have been killed if they had retrofitted their vulnerable houses. 
Japan has strong building codes and techniques for retrofitting are available as is financial 
assistance. Despite that, people have many reasons not to retrofit their houses. The basic 
reason is that people are risk takers; they do not invest in the retrofitting, gambling on the 
chance that a large earthquake would not occur in the near future. 
Measures to convince people to take action before a disaster hits can include education, 
training, awareness raising, community-based disaster management, and policy development 
and institutionalization for safer communities. 
Recommendations for international cooperation to reduce the loss of life due to disasters 
include: an international commitment to promoting proactive efforts; fostering more experts 
who can develop appropriate policies for disaster reduction and have good skills for risk 
communication with local people; financial and technical assistance to promote 
community-based disaster management; more research to investigate how to motivate people 
and local governments to take actions against disaster; and establishing a multi-disciplinary 
academic approach for disaster risk management. 

 

 7) Question and Answer Session 

Mr. Faruk Karadoğan: Mr. Okazaki, how can we ensure that our message and the outcome of 
symposiums such as this one are communicated to governments? 
Mr. Paul Grundy, Australia: I was particularly impressed with Mr. Okazaki’s comments 
because it raises the problem of how to get out of the bind of spending all of our money after a 
disaster strikes rather than on building resilience to survive further disasters. We do not 
seem to have any academic institutions that have a totally multidisciplinary approach to 
DRR. There is a parallel between that lack and the recent burgeoning of sustainability 
institutes in many places. Natural disasters are unsustainable, yet none of the sustainability 
arguments are being brought to bear on our need for a coherent multidisciplinary approach to 
disasters. 
Mr. Okazaki: In Japan the national and local governments are aware of the risk and how to 
tackle the challenges. However this may not be the case in many developing countries. That 
is why I propose that local governments who make DRR efforts may receive more subsidies 
and advice and activities from the national government. Also, if local people are very aware of 
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the importance of DRR then local politicians should act on the interests of the local people. 
Mr. Rouhban: A point that has been made very frequently is that within a country we need to 
have more cooperation among different disciplines, as well as better dialogue between 
scientists, specialists and policymakers. The public awareness issue has also been raised, and 
we need to find incentives to ensure that the anticipation and prevention of disasters pays off 
in the final analysis. Also many recommendations went to UNESCO, and it is for UNESCO to 
listen to these recommendations and make the best possible use of them in the future. 
Mr. Vacereanu: Responding to Mr. Karadoğan’s question, I would like to give an example. The 
US National Earthquake Hazard Reduction Program launched in 1977 was in fact drafted in 
the 1960s by Professor Frank Press. When a new president came to the White House, Frank 
Press was the scientific advisor to the new president. One month later, the program was on 
its way. So, sometimes good things do happen. 
Mr. Mahmoud: Responding to Mr. Karadoğan, we need the ministry of foreign affairs to 
facilitate cooperation between international and local partners. Sometimes we face problems 
cooperating on projects with different countries. In Egypt with the new regime we hope that 
this problem will be addressed. 
Mr. Zavala: On the comment about sustainability, in Peru the law changed last year to 
require every urban development plans to include a DRR component. So politicians in local 
and regional governments are now required by law to produce disaster management projects, 
and pressure can therefore be applied to politicians to apply this law. 
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(5) Closing ceremony 

 1) Closing Remarks 

Mr. Isao Nishiyama, Deputy Chief 
Executive of BRI expressed his gratitude 
to all participants for their contributions 
to the symposium. He thanked GRIPS 
for providing the venue and UNESCO for 
their sponsorship. Disaster management 
is a task that should be undertaken 
continuously at the global, national, local 
and community levels, and this 
symposium has been a reminder of that 
necessity. There are many tasks to be 
undertaken and research activities must 
be accelerated. Those guests returning overseas will be able to apply outcomes and lessons to 
their own environments. 

 

 



 

 

 

 

 

 Ⅲ．現地視察 (Field trip) 
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東北被災地の現地視察 

6 月 28 日（木）－6 月 29 日（金） 

6 � 28 日（�� �地視察（仙台市�女川�石巻市） 

8:00 IH ホテルから出発 

8:56 東京駅から仙台へ (はやて１９号） 

10:37 仙台駅に到着 

10:50 仙台駅から出発 

11:10－12:30 東北地方整備局 

12:30－13:30 バス内で昼食 （コンビニ弁当） 

14:00－15:00 
女川町 病院周辺視察 

女川町から出発 

15:30－17:00 
石巻市に到着 

石巻日和山公園（被災地視察） 

17:30 石巻グランドホテルに到着 

18:00 夕食 

6 � 29 日（�� �地視察（南三陸町�気仙沼市） 

7:00 ホテルで朝食 

8:00 ホテルから出発 

9:00－10:00 

南三陸町に到着  

南三陸町の視察 

気仙沼市へ移動 

11:00－12:30 
気仙沼に到着 

市内視察（市役所の説明と意見交換） 

12:30－13:30 昼食後一関に出発 

15:30 一関駅に到着 

15:54 一関駅から東京へ（やまびこ６２号） 

18:28 東京駅に到着 
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東日本大震災 気仙沼市の状況（平成 24 年 5 月） 

 

１ 被災状況等 

 ・発生     ：平成23年３月11日(金) 14時46分ごろ  

 ・震源     ：北緯38.1度，東経142.9度，深さ24km 

 ・ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ  ：9.0  

 ・各地の震度  ：〔赤岩〕6弱 〔笹が陣〕5強 〔本吉町〕5強  

 ・津波高    ：最大20ｍ超 

 ・浸水面積   ：市域全体   18.65k㎡（市域面積の 5.6％） 

          都市計画区域  9.60k㎡（区域面積の20.5％） 

 ・焼失面積   ：2.48k㎡（市域面積の0.7％） 

 ・地盤沈下   ：最大 ﾏｲﾅｽ74㎝ 

 ・死者数    ： 1,034人 〔身元不明者数：53人〕（平成24年５月17日現在※) 

 ・行方不明者数 ：市内288人，その他0人，計288人  （平成24年５月17日現在※) 

                               ※気仙沼警察署発表 

 ・住家被災棟数 ：15,661棟  （平成24年４月30日現在)  

 ・被災世帯数  ： 9,500世帯 （平成23年４月27日現在･推計）  

 ・避難所数   ：最大 105箇所（平成23年３月20日） 

 ・避難者数   ：最大20,086人（平成23年３月17日） 

 ・応急仮設住宅 ：計93団地 3,503戸  

 

 

２ 気仙沼市震災復興計画 

 ・策定     ：平成23年10月７日 

 ・副題     ：「海と生きる」 

 ・震災復興会議 ：平成23年６月19日設置（学識経験者７人，市総合計画審議会委員６人） 

          同年９月30日までに会議を６回開催 

 ・震災復興市民委員会 ：平成23年６月21日設置（市内在住・出身者11人） 

          同年９月24日までに会議を12回開催（以後翌年２月21日までに会議を４回開催） 

         「気仙沼市の震災復旧・復興に向けた提言」 

         「気仙沼市震災復興市民委員会プロジェクト」 

         「気仙沼ものがたり2021」 

 

 

３ 国の動き 

 平成23年12月７日 東日本大震災復興特別区域法成立 

     12月９日 復興庁設置法成立 

     12月16日 復興庁設置法施行 

     12月26日 東日本大震災復興特別区域法施行 

 平成24年１月６日 復興特別区域基本方針閣議決定 

     ２月10日 復興庁宮城復興局気仙沼支所開設 
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参加者リスト 

�名 国 所 � 

Raul Alvarez Medel Chile チリ・カトリカ大学教授 

Salah Mahmoud Egypt エジプト国立天文地球物理研究所部長 

Edgar Armando Peña 
Figueroa El Salvador エルサルバドル大学教授 

Sutadji Yuwasdiki Indonesia インドネシア人間居住研究所（RIHS）構造研究室長 

Tanatkan Abakanov Kazhakstan カザフスタン地震学研究所所長 

Carlos Zavala Peru 日本・ペルー地震防災センター（CISMID）所長 

Radu Vacareanu Romania ルーマニア･国立ブカレスト工科大学（UTCB）副学長 

Faruk Karadogan Turkey トルコ・イスタンブール工科大学（ITU）教授・前学長 

石山 雄二 Japan 北海道大学名誉教授 

勝見 康生 UNESCO ユネスコ自然災害ユニット専門家 (SC/DIS) 

Jair Torres UNESCO ユネスココンサルタント (SC/DIS) 

古川 信雄 日本 独立行政法人建築研究所研究専門役 

長谷川 知弘 日本 国土交通省住宅局建築指導課 

安藤 尚一 日本 独立行政法人建築研究所国際地震工学センター長 

犬飼 瑞郎 日本 独立行政法人建築研究所国際地震工学センター上席研究員 

岡崎 建二 日本 政策研究大学院大学教授 
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 The Schedule of Field Trip in Tohoku Area (6/28~6/29) 

6/28 (Thu) Itinerary 

8:00 Depart from Hotel 

8:56 Depart from Tokyo Station for Sendai 

10:37 Arrive at Sendai Station 

10:50 Depart from Sendai Station 

11:10-12:30 The Sendai Government Office Building 

12:30-13:30 Lunch (box lunch in the bus) 

14:00-15:00 
Visit Onagawa Town 

Visit Onagawa Hospital area 

15:30-17:00 
Arrive at Ishinomaki City 

Visit the damaged area 

17:30 Arrive at Ishinomaki Grand Hotel 

18:00 Dinner  

6/29 (Fri) 

7:00 Breakfast at Hotel 

8:00 Depart from Hotel 

9:00-10:00 

Arrive at Minamisanriku Town 

Visit Minamisanriku Town 

Depart for Kesennuma City 

11:00-12:30 
Arrive at Kesennuma City 

Visit Kesennuma City Office 

12:30-13:30 
Lunch (near Kesennuma port) 

Depart for Ichinoseki Station 

15:30 Arrive at Ichinoseki Station 

15:54 Depart for Tokyo 

18:28 Arrive at Tokyo 
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Situation of Kesennuma City: Great East Japan Earthquake (H24.5 2012.5) 

1 Situation of Damage etc. 

Occurrence : March 11, 2011 (Friday) approx. 14:46  
Seismic center : Lat. 38.1º N, Long.142.9 º E, Depth 24km 
Magnitude : 9.0 
Seismic intensity : (Akaiwa) 6 lower, (Sasagajin) 5 upper, (Motoyoshi-cho) 5 upper 
Tsunami height : more than 20 m (max.) 
Inundated area : Whole City area  18.65k ㎡ (5.6% of whole city area) 
  Urban Planning area  9.60k ㎡ (20.5% of Urban Planning area)
Burnt area : 2.48k ㎡ (0.7% of whole city area) 
Land Subsidence : 74cm subsided (max.) 
Number of deaths : 1,034 persons (unidentified: 53 persons) as of May 17, 2012* 
Number of missing : within city 288 persons, others 0 person, total 288 persons 
  as of May 17, 2012*  (*reported by Kesennuma Police Station) 
Damaged houses : 15,661 buildings (as of April 30, 2012) 
Damaged households : 9,500 households (estimated as of April 27, 2011) 
Evacuation places : max. 105 places (March 20, 2011) 
Number of Evacuees : max. 20,086 (March 17, 2011) 
Temporary houses : in total 93 complexes, 3,503 units  
 

2 Kesennuma City Disaster Recovery Plan 

Establishment : October 7, 2011 
Sub-title : “Living with the Sea” 
Disaster Recovery Council : set June 19, 2011 (7 academic, 6 City General 

Planning Committee), 6 council meetings were held 
by Sept. 30, 2011. 

Disaster Recovery Civil Committee : set June 21, 2011 (11 current/former residents) 
12 meetings by Sept. 24, 2011 (by Feb. 21, 2012, 4 
times more) 

 
3 National Level Actions 

Dec. 7, 2011  Approval of Act on Great East Japan Earthquake Special Recovery Area
Dec. 9, 2011  Approval of Act on Establishment of Recovery Agency 
Dec.16, 2011  Enforcement of Act on Establishment of Recovery Agency 
Dec.26, 2011  Enforcement of Act on Great East Japan Eq. Special Recovery Area 
Jan. 6, 2012  Decision of Cabinet Meeting on Special Recovery Area Basic Poicy 
Feb.10, 2012  Open of Kesennuma Branch Office of Miyagi Recovery Bureau,Recovery 

Agency 
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